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平 成 ２ ２ 年 度 事 業 報 告 
 
 

はじめに 

 刑法犯の認知件数は、全国では８年連続、大阪府は９年連続して減少している。 

平成２２年中における刑法犯の認知件数は、全国で、158 万 5,856 件で前年と   

比較して、11 万 7,188 件(6.9%)の減少となっている。 

    大阪府下では、16 万 4,096 件の発生で前年と比較して、1 万 8,441 件(10.1%)    

減少している。 

この全国及び大阪府下の認知件数は、昭和６０年代の水準に回復してきている。 

 強盗事件については、全国で 4,025 件発生したが、前年と比較して 483 件(10.7%)

減少している。 

大阪府下では 576 件発生したが、前年と比較して 17 件(2.9%)減少している。 

 強盗事件の中で、一昨年急増したコンビニ強盗は全国で 723 件発生したが、前年に

比較して 174 件(19.4%)の減少している。 

また、大阪府下でも 85 件発生したが、前年に比較して 12 件(12.4 %)減少している。 

 このような治安情勢の中において、平成２２年の金融機関強盗事件は、全国で   

70 件が発生したが、前年に比較して 10 件減少している。 

大阪府下では 3 件が発生したが、前年と比較して 4 件減少している。 
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１ 金融機関強盗事件の認知及び検挙件数 

全  国 大  阪        区分 
年度 発 生 検 挙 発 生 検 挙 

平成２２年 ７０  ５７  ３  ３ 
平成２１年 ８０ ７３ ７ ７ 
平成２０年 ８３ ６２ ７ ８ 
平成１９年 １４４ １１７ １３ １０ 
平成１８年 １４６ １０３  ９  ８ 

 

２ 全国地域別の認知件数  

地域別 
年別 

北 海

道 
東北 東京 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

平成２２年 ３ １ １１ ３２ １３ １１ １ １ ８

平成２１年 ６ ２ ２ １８ １４ １９ ７ ３ ９

平成２０年 ３ ２ ６ ３３ ８ １２ ７  １２

 

３ 金融機関別の発生状況 

全  国 大  阪      年別

区分 ２２ ２１ ２０ ２２ ２１ ２０ 
郵  便  局 ５８ ５８ ６９ ２ ４ ６ 
銀     行 ４ １５ １１ ２ １ 
信 用 金 庫 ６ ５ １ １  
信 用 組 合  １   
労 働 金 庫     
農 協 組 合 ２ ２ １ １   
そ  の  他    

 

４ 時間帯別の発生状況 

全  国 大  阪      年別

時間帯 ２２ ２１ ２０ ２２ ２１ ２０ 
８～ ９  １   
９～１０ ３ １１ １０ ３ １ 

１０～１１ ９ ８ ７ １ ２  
１１～１２ ７ １５ １１ １ １ １ 
１２～１３ ８ １０ ７  １ 
１３～１４ ８ ６ １０ １   
１４～１５ １５ １０ １５ １ ２ 
１５～１６ １２ １２ ６   
１６～１７ ６ ７ １３  ２ 
１７～１８ ２ １   
そ の 他  １ ２   
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５ 使用凶器等 

全  国 大  阪      年別

区分 ２２ ２１ ２０ ２２ ２１ ２０ 
刃  物  類 ６２ ６０ ６２ ３ ６ ４ 
銃  器  類 ６ ６ ８   
揮 発 油 類 ６ １０ １１  ２ 
爆  発  物 １ ２   
そ  の  他 ８ １５ １３  １ 
合   計 ８３ ９１ ９６   

凶 器 な し ２ ６ ４ １  
 

６ 月別及び曜日別発生状況 

○ 月別 

全  国 大  阪      年別

月別 ２２ ２１ ２０ ２２ ２１ ２０ 
１ 月 ９ ６ １３ １ ２ 
２ 月 ９ ６ ９ １ １ 
３ 月 ７ ７ ９ １ ２  
４ 月 ４ ２ ７   
５ 月 ６ ９ ９   
６ 月 ３ ６ ６ １   
７ 月 ９ １０ ６  １ 
８ 月 ６ ４ ５   
９ 月 ６ ５ ５  ２ 

１０ 月 １ １１ ３ ２  
１１ 月 ５ ７ ９ １ １ １ 
１２ 月 ５ ７ ２   

 

○ 曜日別 

全  国 大  阪      年別

曜日 ２２ ２１ ２０ ２２ ２１ ２０ 
月  曜  日 １４ １５ １７ ３  
火  曜  日 １０ ８ ２０ ２ ４ 
水  曜  日 １７ １７ １６ １ ２ １ 
木  曜  日 １６ ２０ １５  １ 
金  曜  日 １３ ２０ １５ ２  １ 
土・日曜日    
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事 業 報 告 

 

１ 社員の現状 

  社員数は、平成２３年３月末現在、１，９９４社員（有線式１，９０５社員、   

無線式８９社員）となっています。 

○ コールサイン設置状況 

平成２３年３月３１日現在 
      区分 
業態別等 

合 計 有線式 無線式 

信用金庫 ４０４ ３９１  １３ 

地方銀行 ３６０ ３５７    ３  
都市銀行 ３６０ ３４２  １８ 

農業協同組合 ２５３ ２２３  ３０ 

第二地方銀行 １２７ １２４  ３  
信用組合 ８３ ８３  
普通郵便局 ７８ ７８  
証券会社 ５９ ５９  
保険会社 ４５ ４０  ５  
その他普通銀行 ３７ ３７  
信託銀行 ３２ ３２  
有料道路・サービスエリア ３７ ３６  １  
政府系銀行 ２２ １９  ３  
外国銀行 １３ １２  １  
その他ライフライン機関等 ６５ ５３  １２  
１１９番通報のみ １９ １９  

合   計 １，９９４ １，９０５ ８９ 

 

○ 平成２２年度新入会社員数 

合 計 普通銀行 
信金・信組

・農協 
保険会社 証券会社 その他 

１３   ７   ５  １  ―  ―   

 

○ 平成２２年度退会社員数 

合 計 普通銀行 
信金・信

組・農協
郵便局 信託銀行 保険会社 証券会社 その他 

４１  ２０  ５ ４ １ １   ５  ５ 
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２ 防災設備の普及 

     金融機関をはじめ公共的施設などへの普及に努め、新たに１３社員の入会があり 

ました。 

３ 非常通報装置の保守管理の推進 

 (1) 非常通報装置の保守・点検の充実 

 ア 社員名称の変更・補正登録等について、１２９社員行いました。 

 イ 保守については、機械保守のほか機種毎に定めている基準に従って計画的に

点検等を実施しました。 

(2) 老朽機器の更新整備 

   耐用年数（１０年）を経過しました有線式及び無線式の非常通報装置につい

ては、関係社員のご理解で機器の更新を、１３４台行いました。 

 (3) 保守従事者の技術向上 

   保守従事者４３名に、平成２２年８月２５日、プリムローズ大阪会議室におい

て、研修会を実施しました。 

４ 防災相談所の運用及び広報・啓発活動の推進 

 (1) 防災相談所の運用 

   防災相談所には専従の相談員を配置し、府民の防災についての知識の啓蒙と防

災設備の一層の普及を図るため、防犯・防火、防災について幅広く相談に応じる

とともに、防犯・防災用品などを展示、紹介しました。 

   府民から寄せられた相談の件数は、２１１件を受理しました。 

(2) 月刊「防災通信」の配布 

   全国の金融機関強盗事件などの事案情報及びその対策などが掲載された月刊

「防災通信」を毎月全社員に配布し、防犯・防災意識の向上を図りました。 

(3) 防犯ステッカー・防犯ポスターの作成配布 

   金融機関の店頭等に掲示することにより、犯罪を抑止し、地域安全に寄与する

ために、防犯ステッカー・防犯ポスターを作成し、配布しました。 
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 ○ 防犯ステッカー 

    「１１０番直結･非常通報装置設置」大      ６００枚 

     「１１０番直結･非常通報装置設置」小    １，０００枚 

     「特別警戒実施中」                ６００枚   

○ 防犯ポスター 

「コールサイン非常通報装置設置店」       ５００枚 

 (4)  防犯・防火訓練の実施 

    警察、消防と連携し、また、時期をとらえての効果的な防犯・防火訓練を実施

しました。また、訓練時には、職員を派遣して通報機器の取扱い説明と機器復旧

などの支援を行いました。  

  なお、防犯訓練は８９回、防火訓練は１１回実施しました。 

(5) 防犯ビデオ等の貸出し 

   社員研修などに活用するため、１６件、延べ１５４日の利用がありました。 

(6) その他 

   カラーボールの斡旋 ８２個 

５ 防災セミナーの開催 

    平成２２年１０月２７日、ＮＨＫ大阪ホールにおいて防災講演会として開催し

ました。 

 ○ 後 援 

   大阪府、大阪府警察本部、社団法人大阪府防犯協会連合会 

○ 講師及び演題 

 第一部 大阪府警察本部生活安全指導班 

       防犯指導 ～ 身近な犯罪にあわないために 

   第二部 関西学院大学 室崎 益輝 教授 

       地域・家庭における安全安心のための減災 
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 ○ 参加者 

   ５００名 

６ 防災機器の調査研究 

 ○ コードレス方式押しボタンの開発 

   無線式押しボタン方式の研究開発に取組み、協会事務所、また、金融機関支店

等において実証試験を行い、その結果は良好でありました。 

   今後、早期の実用化を進めることとしています。 



平成２２年度貸借対照表総括表
　

　(平成2３年3月31日現在）

（単位　：　円）

科　　　　目 一般会計 事業会計 内部取引消去 　合　　計

Ⅰ　資産の部  

　　１．流動資産        
　　　　現金   61,733    156,136      217,869
　　　　預金   51,321,357    125,122,649      176,444,006
　　　　未収金   0    880,068      880,068
　　　　未収会費   1,212,015    2,855,685      4,067,700
　　　　工事未収金   0    12,130,650      12,130,650
　　　　当期末棚卸額   0    1,591,275      1,591,275  

　　　　立替金   10,170    15,120      25,290
　　　流動資産合計  52,605,275  142,751,583 0  195,356,858
　　２．固定資産        
　　　(1) 特定資産        
　　　　退職給付引当資産   0    21,171,063      21,171,063  

　　　　減価償却引当資産   18,606,986    95,980,175      114,587,161
　　　　特定資産取得・改良資金   0    27,000,000      27,000,000
　　　特定資産合計  18,606,986  144,151,238 0  162,758,224
　　　(2) その他固定資産        
　　　　機械装置   0    17,139,829      17,139,829
　　　　什器備品   472,916    329,446      802,362
　　　　電話加入権   102,900    50,300      153,200
　　　　ソフトウエア   7,440,590    7,440,590      14,881,180  

　　　　敷金   2,500,000    0      2,500,000  

　　　　元入金   7,657,659    0   Δ 7,657,659   -  

　　　その他固定資産合計  18,174,065  24,960,165 Δ 7,657,659  35,476,571  

　　　固定資産合計  36,781,051  169,111,403 Δ 7,657,659  198,234,795
　　　資　産　合　計  89,386,326  311,862,986 Δ 7,657,659  393,591,653
Ⅱ　負債の部  

　　１．流動負債         

　　　　未払金   1,310,920    9,021,672      10,332,592  

　　　　工事未払金   0    35,172,010      35,172,010
　　　　前受金   0    87,570      87,570  

　　　　預り金   0    393,990      393,990
　　　流動負債合計  1,310,920  44,675,242 0  45,986,162
　　２．固定負債        
　　　　退職給付引当金   0    21,171,063      21,171,063  

　　　固定負債合計  0  21,171,063 0  21,171,063  

　　　負　債　合　計  1,310,920  65,846,305 0  67,157,225
Ⅲ　正味財産の部

　　１．指定正味財産        
　　　指定正味財産合計  0  0 0  0
　　２．一般正味財産   88,075,406    246,016,681   Δ 7,657,659    326,434,428
　　　　（うち基本財産への充当額） (  0 ) (  0 ) ( 0 ) (  0 )

　　　　（うち特定資産への充当額） (  18,606,986 ) (  122,980,175 ) ( 0 ) (  141,587,161 )

　　　正味財産合計  88,075,406  246,016,681 Δ 7,657,659  326,434,428
　　　負債及び正味財産合計  89,386,326  311,862,986 Δ 7,657,659  393,591,653



平成２２年度正味財産増減計算書総括表
　

　(平成2２年4月1日から平成２３年3月31日まで）

（単位　：　円）

科　　　　目 一般会計 事業会計 合　　　計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　(1) 経常収益
　　　　特定資産運用益 
　　　　　　特定資産受取利息 　 53,041 491,215 544,256
　　　　受取会費 
　　　　　　社員受取会費 　 43,111,320 174,453,090 217,564,410
　　　　事業収益 
　　　　　　売上収益 　 0 233,095 233,095
　　　　　　工事費収益 　 0 81,627,315 81,627,315
　　　　　　諸手続費収益 　 0 7,955,753 7,955,753
　　　　雑収益 
　　　　　　受取利息 　 92,195 52,836 145,031
　　　　経常収益計 43,256,556 264,813,304 308,069,860
　　(2) 経常費用
　　　　事業費 
　　　　　　給料手当 　 13,496,500 27,357,445 40,853,945
　　　　　　福利厚生費 　 1,862,056 4,047,075 5,909,131
　　　　　　仕入額 　 0 223,230 223,230
　　　　　　工事委託費 　 0 81,627,315 81,627,315
　　　　　　保守委託費 　 0 103,644,374 103,644,374
　　　　　　会議費 　 1,495,555 0 1,495,555
　　　　　　旅費交通費 　 58,160 162,290 220,450
　　　　　　通信運搬費 　 509,887 577,952 1,087,839
　　　　　　減価償却費 　 2,485,379 8,322,873 10,808,252
　　　　　　消耗品費 　 193,229 178,227 371,456
　　　　　　修繕費 　 0 29,400 29,400
　　　　　　印刷製本費 　 787,005 43,890 830,895
　　　　　　賃借料 　 4,716,142 3,927,340 8,643,482
　　　　　　諸謝金 　 120,000 0 120,000
　　　　　　租税公課 　 995,900 2,566,600 3,562,500
　　　　　　委託費 　 653,190 653,190 1,306,380
　　　　　　広報防災啓発費 　 3,483,125 0 3,483,125
　　　　　　調査研究費 　 2,399,250 0 2,399,250
　　　　　　諸経費 　 45,542 103,005 148,547
　　　　管理費 
　　　　　　給料手当 　 7,085,400 14,598,830 21,684,230
　　　　　　福利厚生費 　 968,327 2,228,360 3,196,687
　　　　　　会議費 　 498,125 179,963 678,088
　　　　　　旅費交通費 　 32,890 320 33,210
　　　　　　通信運搬費 　 754,617 248,680 1,003,297
　　　　　　減価償却費 　 2,234,683 2,233,164 4,467,847
　　　　　　消耗品費 　 246,013 151,692 397,705
　　　　　　印刷製本費 　 774,963 64,092 839,055
　　　　　　賃借料 　 1,103,267 2,044,624 3,147,891
　　　　　　租税公課 　 6,500 70,000 76,500
　　　　　　委託費 　 653,190 653,190 1,306,380
　　　　　　諸費 　 569,157 618,761 1,187,918
　　　　引当金繰入額 
　　　　　　退職給付引当金繰入額 　 0 1,264,263 1,264,263
　　　　経常費用計 48,228,052 257,820,145 306,048,197
　　　　当期経常増減額 Δ 4,971,496 6,993,159 2,021,663



（単位　：　円）

科　　　　目 一般会計 事業会計 合　　　計
　２．経常外増減の部
　　(1) 経常外収益
　　　　経常外収益計 0 0 0
　　(2) 経常外費用
　　　　経常外費用計 0 0 0
　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　　当期一般正味財産増減額 Δ 4,971,496 6,993,159 2,021,663
　　　　一般正味財産期首残高 93,046,902 239,023,522 332,070,424
　　　　一般正味財産期末残高 88,075,406 246,016,681 334,092,087
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0
　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0
　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 88,075,406 246,016,681 334,092,087
(注) 元入金調整後の正味財産額は、326,434,428円



（単位：円）

科　　　　　　　目

Ⅰ　資産の部 　 　 　

　１　流動資産

　　　　 現金預金

　　　　　　現金 217,869

　　　　　　普通預金 103,182,629

　　　　　　定期預金 73,261,377

         未収金 880,068

         未収会費 4,067,700

         工事未収金 12,130,650

         当期末棚卸額 1,591,275

         立替金 25,290

　　　流動資産合計  195,356,858 　

　２　固定資産

　　(1) 特定資産

           退職給付引当資産 21,171,063

           減価償却引当資産 114,587,161

           特定資産取得・改良資金 27,000,000

         特定資産合計 162,758,224 　 　

　　(2) その他固定資産

           機械装置 17,139,829

           什器備品 802,362

           電話加入権 153,200

            ソフトウエア 14,881,180

           敷金 2,500,000

           元入金 7,657,659

       その他固定資産合計 43,134,230 　 　

       固定資産合計 205,892,454 　

       資産合計 401,249,312

Ⅱ　負債の部 　 　 　

　１　流動負債

         未払金 10,332,592

         工事未払金 35,172,010

         前受金 87,570

         預り金 393,990

      流動負債合計 45,986,162 　

　２　固定負債

         退職給付引当金 21,171,063

      固定負債合計 21,171,063 　

      負債合計 67,157,225

      正味財産 334,092,087

（注）元入金調整後の正味財産額は、326,434,428円

平 成 ２ ２ 年 度 財 産 目 録

平成２３年３月３１日現在

金　　　　　　額



平成２２年度収支計算書総括表
　

　(平成2２年4月1日から平成2３年3月31日まで）

（単位　：　円）

科　　　　　目 一般会計 事業会計 　合　　計
Ⅰ　事業活動収支の部
　１．事業活動収入
　　①特定資産運用収入 53,041 491,215 544,256
　　　　特定資産利息収入 53,041 491,215 544,256
　　②会費収入 43,111,320 174,453,090 217,564,410
　　　　社員会費収入 43,111,320 174,453,090 217,564,410
　　③事業収入 0 89,816,163 89,816,163
　　　　売上収入 0 233,095 233,095
　　　　工事費収入 0 81,627,315 81,627,315
　　　　諸手続費収入 0 7,955,753 7,955,753
　　④雑収入 92,195 52,836 145,031
　　　　受取利息収入 92,195 52,836 145,031
　　　事業活動収入計 43,256,556 264,813,304 308,069,860
　２．事業活動支出
　　①事業費支出 30,815,541 225,171,783 255,987,324
　　　　給料手当支出 13,496,500 27,357,445 40,853,945
　　　　福利厚生費支出 1,862,056 4,047,075 5,909,131
　　　　仕入額 0 253,680 253,680
　　　　工事委託費支出 0 81,627,315 81,627,315
　　　　保守委託費支出 0 103,644,374 103,644,374
　　　　会議費支出 1,495,555 0 1,495,555
　　　　旅費交通費支出 58,160 162,290 220,450
　　　　通信運搬費支出 509,887 577,952 1,087,839
　　　　消耗品費支出 193,229 178,227 371,456
　　　　修繕費支出 0 29,400 29,400
　　　　印刷製本費支出 787,005 43,890 830,895
　　　　賃借料支出 4,716,142 3,927,340 8,643,482
　　　　諸謝金支出 120,000 0 120,000
　　　　租税公課支出 995,900 2,566,600 3,562,500
　　　　委託費支出 653,190 653,190 1,306,380
　　　　広報防災啓発費支出 3,483,125 0 3,483,125
　　　　調査研究費支出 2,399,250 0 2,399,250
　　　　諸経費支出 45,542 103,005 148,547
　　②管理費支出 12,692,449 20,858,512 33,550,961
　　　　給料手当支出 7,085,400 14,598,830 21,684,230
　　　　福利厚生費支出 968,327 2,228,360 3,196,687
　　　　会議費支出 498,125 179,963 678,088
　　　　旅費交通費支出 32,890 320 33,210
　　　　通信運搬費支出 754,617 248,680 1,003,297
　　　　消耗品費支出 246,013 151,692 397,705
　　　　印刷製本費支出 774,963 64,092 839,055
　　　　賃借料支出 1,103,267 2,044,624 3,147,891
　　　　租税公課支出 6,500 70,000 76,500
　　　　委託費支出 653,190 653,190 1,306,380
　　　　諸費支出 569,157 618,761 1,187,918
　　　事業活動支出計 43,507,990 246,030,295 289,538,285
　　　事業活動収支差額 Δ251,434 18,783,009 18,531,575



（単位　：　円）

科　　　　　目 一般会計 事業会計 　合　　計
Ⅱ　投資活動収支の部
　１．投資活動収入
　　①特定資産取崩収入 0 41,087,369 41,087,369
　　　　特別積立資産取崩収入 0 41,087,369 41,087,369
　　　投資活動収入計 0 41,087,369 41,087,369
　２．投資活動支出
　　①特定資産取得支出 4,720,062 38,820,300 43,540,362
　　　　退職給付引当資産取得支出 0 1,264,263 1,264,263
　　　　減価償却引当資産取得支出 4,720,062 10,556,037 15,276,099
　　　　特定資産取得・改良資金取得支出 0 27,000,000 27,000,000
　　②固定資産取得支出 2,243,850 2,243,850 4,487,700
　　　　ソフトウェア支出 2,243,850 2,243,850 4,487,700
　　　投資活動支出計 6,963,912 41,064,150 48,028,062
　　　投資活動収支差額 Δ6,963,912 23,219 Δ6,940,693
Ⅲ　財務活動収支の部
　１．財務活動収入
　　　財務活動収入計 0 0 0
　２．財務活動支出
　　　財務活動支出計 0 0 0
　　　財務活動収支差額 0 0 0
　　　当期収支差額 Δ7,215,346 18,806,228 11,590,882
　　　前期繰越収支差額 58,509,701 77,678,838 136,188,539
　　　次期繰越収支差額 51,294,355 96,485,066 147,779,421
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平成２３年度 事業計画  
 

大阪府下における刑法犯の認知件数は、平成２２年は、約 164,000 件と前年の約

182,000 件に比べて約 10％、平成１３年のピーク時（約３２．７万件）からは約 50％

の減少となっています。  

中でも、昨年まで３４年連続全国ワースト・ワンのひったくり事件は、３５年振

りに全国ワースト・ワンの座を返上するなど、大阪府下の犯罪情勢は厳しい中にも、

改善の兆しが現われてきています。  

大阪府下の金融機関強盗事件は３件の発生で、前年比４件の減少となっています。 

一方、コンビニなどを対象とした強盗事件は、長引く景気の低迷と雇用情勢の厳

しさなどを反映して、ほぼ前年と同数となっています。  

協会は、公益法人として、大阪府や大阪府警察本部等が推進している「安全なま

ちづくり」に積極的に協力を行うとともに、非常通報装置の普及、保守等を通じて、

防災に関する知識の啓発と防災設備の普及を図ることにより、府民を不測の災害か

ら守ることを目的に事業を進めます。  

非常通報装置は、これまで金融機関強盗等の事件を抑止するとともに、事件が起

きたときの犯人の早期検挙に大きく寄与し、併せて金融機関等の職員や利用者の

方々に安心感を与えています。  

平成２３年度においても、警察・消防等関係機関と緊密な連携を図りながら、非

常通報装置の公共的な施設等への普及の促進、適正な保守及び運用、さらに、府民

への防災意識の啓発を目的とした事業を積極的に進めてまいります。  

１ 防災設備の普及及び防災知識の広報啓発活動の推進  

(1) 防災設備の普及  

  社会の安全・安心に寄与するために、広く防災についての知識の啓蒙と防災設

備の普及を図るとともに、社会、地域における公共的な施設など非常通報装置の

設置が望まれる施設への普及に努めます。  
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 (2) 防災相談所の運用  

府民の防災についての知識の啓蒙と防災設備の一層の普及を図るため、防犯、 

   防火、防災についての幅広く相談に応じるとともに、防犯・防火、防災用品など  

   を展示、紹介します。  

 (3) 防災講演会の開催  

府民の防災についての知識の啓蒙と防災設備の一層の普及を図るため、防犯、 

   防火、防災に関する専門家を講師に招き、一般府民を対象とした防災講演会を開  

   催します。  

 (4) 防災機器の調査研究  

   ○ 防災設備の調査  

       新しい防犯、防火、防災に関する設備機器の調査を行い、防災相談所におけ  

     る展示と府民への広報を行います。  

○  新たな通信方式の調査  

    非常通報装置の通信方式について、無線式・有線式に加えて、新たな通信  

  方式の可能性の調査を行います。  

２ 非常通報装置の保守管理の推進  

 (1)  非常通報装置の保守管理の推進  

    非常通報装置の保守点検については、巡回保守及び機械保守の点検基準に従  

     い、計画的に実施するとともに、機器障害や異常通報の発生時においては２４  

    時間体制で対応します。  

(2) 無線式非常通報受信装置の更新整備  

大阪府警察本部では、平成２４年度に通信指令室の移転・機器更新等を予定し  

   ていることから、同室設置の無線式非常通報受信装置についても更新整備を行う  

   こととし、平成２３年度に設計及び機器製造の発注を行います。  

(3) 老朽機器の更新整備  
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 耐用年数である１０年を経過した有線式及び無線式の非常通報装置は、部品

の劣化などにより機能が低下し、通報内容の明瞭度低下現象や電波の受信感度

の低下による雑音の混入などが起きています。さらに劣化などが進めば非常通

報の不達事故も懸念されますので、関係社員のご理解を得て老朽機器の更新に

努めます。  

 (4) 保守従事者の能力向上  

   保守従事者については、非常通報装置の保守点検技術の向上を図るとともに、

研修会を開催して常に保守従事者としての対応能力などのレベルアップに努め

ます。  

(5) 月刊「防災通信」の配布  

   全国の金融機関強盗事件などの事案情報及びその対策などが掲載された月刊

「防災通信」を全社員に配布し、防犯・防災意識の向上を図ります。  

(6) 防犯ステッカー・防犯ポスターの作成、配布  

   金融機関の店頭等に掲示することにより、犯罪を抑止し、地域安全に寄与す

るために、防犯ステッカー・防犯ポスターを作成して配布します。  

○ 防犯ステッカー  

   「１１０番直結･非常通報装置設置」大・小  

    「特別警戒実施中」        小  

○ 防犯ポスター  

「コールサイン非常通報装置設置店」  

 (7)  防犯・防火訓練の実施  

    地域安全運動、防火週間、歳末警戒などの時期をとらえて、効果的な防犯・

防火訓練を実施していただくために、訓練の実施の際には、職員を派遣して通

報機器の取扱い説明、また、通報ボタンの押下訓練を実施された際の機器復旧

などの支援を行います。   
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(8) 防犯ビデオ等の貸出し  

   現在活用中のビデオテープ・DVD 

①   「どうする？そのとき」（ビデオ・DVD）                     約１５分  

②   「総集編～これだけはこころがけましょう」（ビデオ）     約４５分  

③   「事例編～他山の石」（ビデオ）               約２４分  

④   「狙われていますよ！」（DVD）               約６９分  

⑤   「大丈夫ですか、あなたのお店は」（ビデオ）         約１６分  

⑥   「ミスなし、スキなし、油断なし」（ビデオ）         約２０分  

⑦   「落ち着いて何をなすべきか“こんなとき”」大阪版（ビデオ） 約１０分  

⑧   「金融機関強盗事件と非常通報システム～非常通報装置の取扱い～」  

（ビデオ・DVD）                      約１８分  

⑨   「平成２２年度防災講演会～安全と安心のために～」（DVD） 約１０５分  

(9)  防災セミナーの開催  

    非常通報装置の運用責任者や防犯責任者などを対象に、警察・消防等部外の

専門家を講師とした講演等の防災セミナーを開催します。  



（単位　：　円）
科　　　　　目 予算額 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１　経常増減の部
　（１）経常収益
　　　①特定資産運用益 270,000
　　　　　特定資産受取利息 270,000
　　　②受取会費 216,850,000
　　　　　社員受取会費 216,850,000
　　　③事業収益 32,100,000
　　　　　売上収益 500,000
　　　　　工事費収益 25,000,000
　　　　　諸手続費収益 6,600,000
　　　④雑収益 60,000
　　　　　受取利息 60,000
　　　⑤引当金取崩額 0
　　　経常収益計 249,280,000
　（２）経常費用
　　　①事業費 225,990,000
　　　　　給料手当 43,290,000
　　　　　臨時雇賃金 300,000
　　　　　退職給付費用 0
　　　　　福利厚生費 7,080,000
　　　　　減価償却費 10,540,000
　　　　　仕入額 500,000
　　　　　工事委託費 25,000,000
　　　　　保守委託費 107,290,000
　　　　　会議費 1,940,000
　　　　　旅費交通費 320,000
　　　　　通信運搬費 1,840,000
　　　　　消耗什器備品費 50,000
　　　　　消耗品費 610,000
　　　　　修繕費 150,000
　　　　　印刷製本費 1,260,000
　　　　　賃借料 9,140,000
　　　　　諸謝金 220,000
　　　　　租税公課 5,350,000
　　　　　委託費 2,880,000
　　　　　広報防災啓発費 5,000,000
　　　　　調査研究費 2,400,000
　　　　　諸費 830,000
　　　②管理費 36,480,000
　　　　　給料手当 21,900,000
　　　　　福利厚生費 3,600,000
　　　　　減価償却費 2,500,000
　　　　　会議費 700,000
　　　　　旅費交通費 150,000
　　　　　通信運搬費　 1,260,000
　　　　　消耗什器備品費 0
　　　　　消耗品費 440,000
　　　　　修繕費 50,000
　　　　　印刷製本費 760,000
　　　　　賃借料 2,740,000
　　　　　諸謝金 10,000
　　　　　租税公課 970,000
　　　　　委託費 770,000
　　　　　諸費 630,000
　　　③退職給付引当金繰入額 1,250,000
　　　経常費用計 263,720,000
　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 14,440,000
　　　　当期経常増減額 △ 14,440,000

  収 支 予 算 書 (損 益 計 算 方 式）
 自　平成２３年４月１日　　至　平成２４年３月３１日



（単位　：　円）
科　　　　　目 予算額 前年度 増　減

　２　経常外増減の部
　（１）経常外収益 0
　　　　経常外収益計
　（２）経常外費用 0
　　　①固定資産除去損
　　　　　　機械装置除去損
　　　　　　什器備品除去損
　　　経常外費用計 0
　　　　　　当期経常外増減額 0
　　　　　　他会計振替額 0
　　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 14,440,000
　　　　　　一般正味財産期首残高 317,757,156
　　　　　　一般正味財産期末残高 310,974,815
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　　　当期指定正味財産増減額 0
　　　　　　指定正味財産期首残高 0
　　　　　　指定正味財産期末残高 0
Ⅲ　正味財産期末残高 310,974,815
（注）１　平成２３年度の収支予算書（損益計算方式）は、平成２０年の公益法人会計基準に基づいて
　　　　作成しているため、前年度までの平成１６年の公益法人会計基準とは比較できない。
　　　２　元入金（7,657,659円）調整後の正味財産額額は、303,317,156円である。
　　　３　借入金限度額　０円
　　　４　債務負担額　　０円
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